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1 はじめに
拙稿 ｢損益計算とキャッシュ･フロー計算の簿記構造(1)(2)｣『(会計』144巻5号,6号,1993年)
においては,損益計算 (以下,P/L)とキャッシュ･フロー計算 (以下,C/F)の同型性
(構造面)と相対性 (形態面)を明らかにした｡すなわち,2つのフロー計算はその計算目的
を異にしている以上,その会計計算の形態を異にしているが,その形態の基底には相共通する
計算構造が存在することを明らかにした｡また,拙稿 ｢キャッシュ･フロー計算と複式仕訳｣
(『経営研究』第46巻第3号,1995年)では,日々の取引記録すなわち複式仕訳におけるP/L
とC/Fとを対比することによって,2つのフロー計算書を誘導するそれぞれの複式仕訳にお
いてもまったく同様に,その同型性と相対性が抽出できることを明らかにした｡
本稿では,以上の議論をふまえて,P/LとC/Fの2つの(1期間)フロー計算を(1時点)
ストック表である貸借対照表 (以下,B/S)と連関させて,より動的に統合する展開表モデ
ルを示し,P/L,C/F,B/Sの3つの基本財務表の動的関連を明らかにする｡それはキャッ
シュ･フロー計算書を ｢第3の財務表｣というとき,いかなる意味で第3なのか,その意味内
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容を明らかにすることでもある｡以下,まず第2節では前掲拙稿[1995]と同じ数値例を用いて,
P/LとC/Fのそれぞれの複式展開表を結合した展開表を示す (簿記的結合)｡そして第 3
節では,2つのフロー計算の関係をごく簡単な数値例を用いて明らかにし,さらに3つの財務
表の動的関連をB/Sの3区分モデルによって示す (会計的統合)｡以上の議論をふまえて,
第4節では動的統合の展開表モデルを示す｡
なお,補遺 ⅠではC/FとP/Lとの動的関連を代数式を用いてより一般的に論じ,あわせ
て2つのフロー計算および残高項目の全期間展開表モデルを示す｡補遺ⅢではP/Lに関する
損益 ･交換取引とC/Fに関するキャッシュフロー･非キャッシュフロー取引の組み合わせに
よる取引の4分類について,また補遺Ⅲでは複式簿記の適用自由性 (フレキシビリティ)につ
いてそれぞれ論じる｡
2 P/LとC/Fの結合展開表-2つの複式簿記の結合一
表 1はP/LとC/Fのそれぞれの複式展開表をひとっの展開表に結合したものである｡数
値例およびそれぞれの展開表そのものについては前掲拙稿[1995](P/Lは表4と表7,C/
Fは表6と表8)を参照されたい｡
表 1に関して3点だけ説明しておこう｡すなわち,まず第 1に表1はP/LとC/Fのそれ
ぞれに関する2つの複式簿記が展開表形式で結合されているという点である (図 1参照)｡す
なわち,表 1はP/LとC/Fのそれぞれの展開表を,P/LとB/S,C/FとB/Sの関
係から,B/Sの残高勘定 (一般にストック勘定)を媒介にしてひとっの展開表に結合したも
のである｡それは前掲拙稿[1995]でのT勘定形式によるP/LとC/Fの複式仕訳 (前掲拙稿
の表2)を展開表形式で結合 したものにはかならない (T勘定と展開表の2つの形式間の対応
に注意されたい)0
表1 P/LとC/Fの結合展開表
B/Sストック勘定
C/FフロI勘定の設 #2349井lo11 三直 …l接…法 主漢隼50 125 -60 -10 5 5 1損 ≡~益 三法 ㌻董….↓.‥…韓i:磨叩.I9.塗ip…/ぎL三フ◆ロー勘定の言設≧
小計 35 10 125 -10 20 5 5 100 0
財産法→ 秤 ･∴.一.:00
:ー.:.-'r十一.; =.:.:一十Ht.-.: .;:r.=-◆ーL■ー:..:-:.●七千二;_
◎△C ◎△ⅣC ∈)△エ ○△∬
間接法I 嘩
･二.㌔.
0△ⅣC ◎△エ ◎△∬ ◎△〃
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図1 2つの複式簿記の結合 (表1の結合枠組図)
複式簿記Ⅰ(P/L)
複式簿記Ⅱ(C/F)
第2は,そのことと関連するが,それぞれの複式簿記の2面計算,すなわちP/Lに関する
｢財産法｣と ｢損益法｣,C/Fに関する ｢間接法｣と ｢直接法｣がひとつの展開表のなかに示
されているという点である｡そして,前掲拙稿[1995]で論じた代数符号の2段階表示,すなわ
ち構造符号 (勘定カテゴリー符号)と要素符号 (増減符号)によって,表 1の小計の行は両フ
ロー計算に共通する各ストック勘定の増減が示され,また財産法および間接法の行にはそれぞ
れの計算に固有の構造符号 (各勘定カテゴリーに付与されているマル付符号)が与えられてい
ることに注意されたい. したがって,この代数符号の2段階表示は2つのフロー計算を結合す
るとき,より有効なものとなる｡なお,損益法と直接法にあっては,それぞれに関する原因別
説明勘定 (一般にフロー勘定)が設定されることにも注意されたい (前掲拙稿[1995]補遺 I参
照)｡
第3に指摘したいのは,以上のことから理解されるように,複式簿記それ自体はP/Lにだ
け固有のものではないという点である｡それはC/Fにも同様に適用可能である｡それだけで
はなく,原理的にはすべての各残高勘定やそのグループのフロー記録計算にも適用可能であり,
さらにはB/Sの残高勘定にすら限定されるものではない(1)｡ここに,P/LやC/Fといっ
た特定の記録計算形態に限定されない複式簿記の適用自由性 (フレキシビリティ)がある｡詳
しくは補遺Ⅲを参照されたい｡
以上,本節ではP/LとC/Fに関する2つの複式簿記を展開表形式で結合したが,結合す
るまえのP/LとC/Fは〟やCの被説明勘定項目 (あるいは計算目的勘定項目)が異なる
だけという意味で "同列"のものとして扱われている｡つまり,そこでは同列レベルでのP/
●● ●●
LとC/Fを静的 (1期間)な平面上で結合したものであって,いまだ動的 (多期間)な統合
ではない｡こうした結合から統合への展開は,簿記から会計へすなわち ｢簿記的結合から会計
的統合｣への展開でもあるといえる｡
そこで,次節以降ではさらに両者をより動的な視点から統合し,2つのフロー計算書 (P/
L,C/F)と1つのストック表 (B/S)の3つの財務表の動的相互関連を明らかにする｡
まず,次節ではその動的統合の基本視軸となるB/Sの動的3区分について説明しよう｡
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3 B/Sの動的3区分モデル
(1) 数値例
先の表1およびその概念図である図1には,すでにB/Sの3区分モデルの素地がある｡す
なわち,両端で表されている(i)キ ャッシュCと(ii)累積利益 (あるいは留保ないし稼得利益)
〟,そして(ii)それ以外の残高項目である｡しかし,そこではすでに述べたように, 1期間
における同列 ･並列関係しかみえていない ｡動的関係にとってまず重要になるのは,(i)と(ii)
の関係,すなわち2つのフロー計算の関係である｡そこで,まず設立から解散にいたるまでの
ごく簡単な数値例(単位S)を設定して (説明の便宜上,第2期で解散),3者の動的関連の原
型を示してみよう｡
第 1期
#1
#2
#3
#4
#5
第 2期
#6
#7
#8
#9
資本金100,000(現金)でもって設立｡
設備10,000を現金で購入(耐用年数は5年とする)｡
商品30,000を現金20,000,残りを掛けで購入｡
原価20,000の商品を30,000で半分現金,半分掛販売｡
決算にあたり減価償却費2,000を計上｡
売掛金15,000を現金回収｡
買掛金10,000を現金支払い｡
原価10,000の商品を20,000で現金販売｡
期末に解散することにし,設備を4,000で売却｡
#10 元入資本を全額返済｡累積利益を全額配当｡
この数値例による設立から解散までのC/F,P/L,B/Sを示せば,次のとおりである
(但し,B/S｡は#9まで｡単位は$1,000)｡
表2 数値例(設立から解散まで)
キ ャッシュ(C/F)
114
イ ンカム (P/L)
#5 2 #4 10
利益(1期) 8
#9 2 #8 10
〝 2
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B/So(設立) B/St(第1期末)
現金 85買掛金 10
売掛金 15資本金 100
商品 10利益 8
設備 10
減価償却 -2
B/Se(第2期末)
5
現金 100資本金 100
〝 14利益(1期)82 6
(2) 総営業キャッシュ･フローの期間配分一具体計算と抽象計算一
表2におけるC/Fの破線枠は資金調達分100を除いた (投資 ･営業活動に係わる) 2期間
にわたる ｢総営業キャッシュ･フロー｣を示している(2)｡そのネット14は,第 1期の利益 8
と第2期の利益 6の合計14に等 しい｡つまり,各期の利益8, 6は総営業キャッシュ･フロー
14の期間配分になっている｡この関係は,本数値例に見越 ･繰延項目や未経過項目を追加 して
より複雑にしても同じである｡その代数式による一般的説明については補遺 Ⅰを参照されたい｡
このことは,先に重要と述べた(i)キャッシュと(ii)累積利益との関係がいかなるものである
かを示唆している｡すなわち,表2のB/Se(第2期末,但し#9まで)に端的に示されている
ように,貸方の資本金も累積利益も借方の具体的現物に対する抽象的計算物にすぎない(3)0
その証拠に,#10の元本返済も配当支払も借方の現金をもってなされる｡借方と貸方はそれぞ
れ別個のものが等置されているという関係ではないのである(4)｡ この解散処分直前という極
端なケースにこそ,両者の関係の本質がみえている(5)0
しかし,通常は利益 (インカム)とその活動に基づくキャッシュ ･フローとは一致 しない
(第1,2期の利益8,6に対してキャッシュ･フローは-15,29)｡そのことから,利益をキャッ
シュと離れて別個のものと鬼がちであるが,すでに述べたように,それは両者の本質的関係が
みえていない｡あくまで利益は別個のもの (具体物)ではなく,抽象的計算物にすぎない｡こ
のことから,期間損益計算が具体計算である総営業キャッシュ･フローの期間配分にはかなら
ない,ということがより理解されるであろう｡(決算)会計の要はこの期間配分の決め方にあ
り,その意味でこの期間配分の決め方こそ簿記から会計への展開のひとつのメルクマールであ
るといえる(6)0
では,こうした(i)C(具体物)と(ii)〟(抽象物)との動的関係との係わりにおいて, ち
うひとっの(iii)Cと〃を除く残高項目はいかなるものと理解されるであろうか｡ これがもう
ひとっの論点となる｡
(3) 未確定キャッシュ･フローとしての残高項目
表2の3つのB/Sの真ん中,つまり設立から解散にいたる過程におけるt期のB/Stが
"通常'の貸借対照表である｡ しかし,すでに述べたように解散という "極端'なB/S｡の
なかにCと〝の本質関係がみえているから,その過程においてCと〝以外の(iii)残高項目が
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現れるB/Stも,その関係からとらえることが本質 (企業資本の動態)にそった見方となる｡
すなわち,解散時のB/Sし･の借方側は (資金調達分100を含んだ)全期間をとおした ｢全体
キャッシュ･フロー｣(補遺 Ⅰ参照)の確定残高であり,それが貸方側の資本100と利益14の実
休的裏づけとなっている｡となると,そこに至る過程における(ii)残高項目は,全体キャッシュ･
フローから観た未確定 (あるいは末解消)残高という性格をもつことになる｡例えば,借方側
は調達資金100が投資された資産 (設備10と商品30)および未回収分の売掛金であり,それら
は将来のキャッシュ･インフローとしての未確定残高であり,一方,貸方側の買掛金と資本金
は将来のキャッシュ･アウトフローとしての未確定残高であるといえる(7)｡これらの(ii)未
確定残高項目が (解散時に)最終的に確定すると,残るのは(i)Cと(i)〃だけであり,それ
が表2のB/Seの下半分の借方 ･貸方に具体物(キャッシュ)…抽象物(インカム)の関係とし
て示されている｡その関係は2つの別ものが等置さているという等式 (equality)関係ではな
く,あくまでコインの表と裏のような恒等(identity)関係であることに注意されたい｡以上の
一連の動的過程は,本質的には図2に示すように3つのB/Sとして一般的に表される｡
図2 B/Sの動的過程 (設立から解散まで)
B/S｡(設立) B/St B/Se(解散)
-0 (元本返済)
-→0 (配当支払)
かくして,(動的過程の1断面としての)貸借対照表はキャッシュとしての資金の調達-投
資-営業-回収にいたる一連の資金循環,すなわちキャッシュフロー･サイクルの視点から,
その基本性格を異にしながら相互連関の関係にある(i)C,(i)〟,(ii)それ以外の残高項目の
3つの範噂に区分することができ (図3参照),そのことによってC/F,P/L,B/Sの
3つの基本財務表の動的関連が明らかになるといえる｡先に ｢簿記から会計への展開｣と述べ
たが,この3つの動的関連がここでの会計構造にはかならない｡次節では,以上の議論をふま
えて動的統合の展開表モデルを示してみたい｡
図3 B/Sの動的3区分 (平面図)
B/St
(ii)未確定残高項目
-
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4 動的統合の展開表モデルー静的結合から動的統合へ-
(1)統合展開表
図4は前節で議論した動的統合を展開表で示 したものである｡(i)Cと(i)〃以外の(ii)未
確定残高項目の動的配置 (調達-投資-費消-回収-剰余)ならびにキャシュ･フローの①財
務(Financing),②投資(Investing),③営業(Operating)の3つの活動区分に注意されたい｡す
なわち,未確定残高項目が単なる未確定というものではなく,ここでは3つの活動区分によっ
て (継続企業の)活動プロセスが会計記述されていることに注意されたい｡
図4 動的統合の展開表モデル
(期首) (i) (ii)未確定残高項目 ( ii)
敬引 C/F 調達 Il･未費消 一一- 費消投資 -i .回収 P/L
フロ 計ー Act ③ ①Financing ②ⅠnVesting ③Operating △〝t
七本i養麦 藻幸三1=
(期末) ●Il B/S l一I●
ⅣC エ
K
:.二:-Ti:-p二:∴ ▲ lIl':
図4を第2節での数値例で示せば,図5のとおりである (但 し増減符号のみ,また取引デー
タは省略している)｡売掛金や買掛金は信用取引に,未払給与や引当金そ して減価償却費は
(狭義)発生主義にそれぞれ基づくもので,いずれも③営業活動に属することに注意されたい｡
前者はやがて決済されて解消し,また後者は先に述べた期間配分の決め方そのものにはかなら
ない(8)0
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図5 統合展開表の数値例
買掛金 未払給与 引当金 社債 資本金 商品 建物.備品減価償却 売掛金薬療利益
期首 30 30 0 10 0 100 40 100 -30 20 20
A 信用取引 発生主義取引 調達 費消.回収 園
投資.未費消
③Operating ①Financing ②ⅠnVesting ③Operating
-10 20 5 5 100 0 10 125 -10 35 20
(2) 2つのフローと未確定残高項目
図5の(i)現預金と(i)累積利益以外の残高項目,すなわち買掛金から売掛金までが(ii)未確
定残高項目であるが,それをいわゆる動的貸借対照表 (動態論)の見方と対比して示せば表3
のようになる｡
表3 2つのフローと未確定残高項目
半本P=涛耳~≒:享≡競:=l…て.=≡き三を (資産) (負債.資本)
(イ)収入.支出と益 費用のズレ (診支出.未費用 (商品､建物.備品)②費用.未支出 (買掛金､未払給与､引当金)
ここで,(イ)はキャッシュ･フロー (収支)とインカム･フロー (損益)の期間的ズレ (タ
イム･ラグ)であり,(ロ)はキャッシュ･インフローとアウトフローの期間的ズレである｡前
者が収益 ･費用にかかわる収支 (損益収支)であるのに対し,後者は損益に直接かかわらない
収支 (非損益ないし財務収支)であることに注意されたい(9)｡いずれも期間的ズレであるが,
やがては解消するズレであり (先の図2参照),したがってその意味でそれらは未決残高であ
るといえる｡そして,前者の損益収支にかかわるタイム･ラグをインカム･フローの未決残高
として資産 ･負債に計上させる操作が,(費用と収益の)広い意味での ｢繰延べ｣･｢見越 し｣
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の経理操作にはかならない(10)(表4を参照)｡
表4 収支 ･損益のタイム･ラグと資産 ･負債
経理操作両フロ-のタイム.ラグ 繰延べ 見越し
① 資 産 ② 負 債
日.Y.p~-
④ 負 債 ③ 資 産
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周知のとおり動態論の見方では,貸借対照表残高項目すべてをインカム･フロー (期間損益
計算)の観点からのみ説明しようとするので,現預金項目がはたしてその他の未決残高項目と
同じレベルのものとして整合的に説明できるのかという問題がある｡ しかし,前節で述べたよ
うに,キャッシュフロー･サイクルの見方からすれば,キャッシュはそもそも表3の①から⑥
とは同レベルのものではないし,むろん未解消項目でもない｡むしろ,それらすべての基礎に
あって他の残高項目を規定し律するものとして存在している｡同じ未確定ないし未決残高項目
といっても,キャッシュが他の未決項目と同一視されるインカム･フロー中心のそれとは同じ
でないことに注意されたい (補遺 Ⅰ参照)｡
すでに述べたように,インカム･フローといってもキャッシュ･フローを離れて別個独立に
存在するものではない｡ したがって,まずキャッシュ･フローとインカム･フローの動的関係
をっかむことが重要となる｡そして,その動的観点からすれば, 1時点ス トック表としての
(在高)貸借対照表は(i)キャッシュと(i)累積インカム,そしてそれ以外の (ii)残高項目の
3つの範噂に区分されることになる｡そして,その (iii)残高項目が,キャッシュ･フローと
インカム･フローの2つのフローから動的に捉えられるとともに,図4で一般的に示されるよ
/
うに大きくは3つの活動プロセスのなかに配置され,そのことによって経済活動の会計記述が
与えられることになるのである｡
5 むすび-要約と課題-
キャッシュ･フロー計算書を第3の基本財務表というとき,それは決して既存のP/LとB
/Sに第3として新たに追加されるという性格のものではない｡とりわけ本稿で議論したよう
に,ここでの会計構造の観点からしてそうである｡すなわち,P/Lといっても,もともとC
/Fを離れて独立に存在するものではなく,またB/Sの残高項目とりわけキャッシュ勘定と
インカム勘定を除く未確定残高項目も,それら2つのフローによって動的に規定され律せられ
るものとして存在している｡そのことは,設立,継続,解散の3つのB/Sに端的に示されて
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いる｡そのまん中にあってわれわれが通常見ているB/Sは,むしろ両端の "極端'なB/S
から見ることで2つのフロー計算と残高項目との動的関係がより見えてくるわけである｡
以上,本稿での議論で明らかにしたことを要約すれば以下のとおりである｡
(1) P/LとC/Fに関する2つの複式簿記を展開表のなかで結合する試みを示 した｡
(2)P/LとC/Fの2つのフロー計算の関係の重要性を強調 し,両者の関係からB/Sの動
的3区分モデルを示した｡
(3)論点(1)からさらに,論点(2)のモデルに基づき,C/F,P/Lの2つのフロー計算と1つ
のストック表であるB/Sとの動的統合モデルを展開表形式のなかで示した｡
(4) 論点(2)からして,キャッシュ勘定とインカム勘定を除く残高項目はキャッシュ･フローと
インカム･フローの2つの見方から捉えられ,それとともにキャッシュ･フローの3つの活
動区分による動的配置によって,経済活動プロセスの会計表現が与えられる｡
本稿での簿記と会計の見方からすれば,論点(1)が簿記構造の局面での展開 (簿記的結合)
であり,(2)以下がさらに会計構造の局面への展開 (会計的統合)ということになる｡すなわち,
●●
(1)でのP/LとC/Fの静的な同列 ･並列関係およびその静的結合から,(2)以下での動的な相
●●
互規定関係およびその動的統合への展開である｡こうした立て分け方からすれば,複式簿記は
P/LやC/Fだけに固有のものではないことになる｡ここに,複式簿記のフレキシビリティ
をみることができる (補遺Ⅲを参照)｡
また,今日のキャッシュ･フロー会計の計算構造はアメリカでのいわゆる ｢資産 ･負債アプ
ローチ｣対 ｢費用 ･収益アプローチ｣とのかかわりで論 じられたりもするが､ ドイツ動態論の
系譜 (費用動態論から現金動態論および資金動態論)とのかかわりという視点も重要であるよ
うに思える(l)｡さらに制度的には,第3の財務諸表が文字どおり制度化されたなら勘定体系
は理論的にどう構成されうるか,これがひとつの課題になる｡本稿での議論から示唆されるこ
とは,P/LとC/Fに関する2つのフロー勘定系統とB/Sのストック勘定系統という,そ
れぞれ3つの基本財務表に応 じた3勘定系統が体系的 ･理論的にすっきりした構成となるだろ
う (表 1を参照)0
補遺 Ⅰ キャッシュ･フローの配分等式と全体等式
(1)配分等式と全体等式
まず,最初の資本市場からの資金調達を△C｡とする｡ すなわち,
△Co=go H u E
損益計算とキャッシュ･フロー計算の動的統合モデル(石川) iFl
である (但し,K｡-元入資本)｡そして,第 t期の損益△1Itは純財産の増減である△At-A
Ltから資本取引△Ktを控除することによって求められるから,次の式が成立する (但し,A-
資産,L-負債,C-キャッシュ,NC-非キャッシュ資産).
AH t-(AA.-ALt)-AKt
-(Act+△〃Ct-△エー)-△gt
この式より,キャッシュ･フロー△Ctと損益△〝 tとの関係式は
Act- (ALL+AK.-ANCt)-AHt -(2)
と表される｡ここで,特に△g l-△C｡… ガ｡である｡
本文の数値例では△C｡… 打｡-100で,それは(2)式において△方 .-100であるから(2)式の
£-1,2に関して
(≡;≡ :……二 :?_01'.i.00.',-_'1(5_'1三o_'1.8_''8,;8=6 ･･･(3,
となる｡ここで,各期の左辺第 1項を営業キャッシュ･フローにそろえるため第 1期に関 して
最初の資金調達分△Kl-△C｡-100を除くと,すなわち△Cl-△C0-85-100--15となるか
ら,
(≡;I,: ;2-91_5-"11㌔-.'1.5,I_1冒二185'11.-I81;,-'=-2喜3_'2-3塁6 -(4,
となる｡すなわち,本文で説明したように右辺の各期の利益 8, 6は,左辺第 1項の各期の営
業キャッシュ･フロー-15,29の合計である総営業キャッシュ･フロー14の期間配分になって
いる(12)｡
このことを一般的に示せば,以下のとおりである｡但 し,単純化のため第 2期以降において
資本取引はないものとする (t≠ 1につき△Kt-0,またt-eは解散時)｡また,説明の便宜
上,配当支払は解散時に一括 してなされるものとする｡
i- 1 :(ACl-AC.)- (ALL-ANCl)-AH l
£-ど: △Ce- (△上｡-△〃Ce)-△〝e
-(5)
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ここで,両辺をすべてのt(すなわち全期間)について合計すれば,
∑△Ct-△Co-∑ (△エー -△〃Ct)-∑△〃t
く >
-(6)
となる｡
ところで,解散時に清算するとは,本文でも説明したように,未確定残高項目を解消するこ
とにはかならない｡ここで,資本 (△C｡… K｡)以外の未確定項目を解消すると,すなわち
NCe-0,Lil-0とすると,そのことは設立時のB/S｡ではNC｡-0,L｡-0であるから,
NCe-EANCt-0, LC-EALt-0
ということにはかならないので,(6)式は実は - の項が0となっており
e e
∑ △Ct-△Co- ∑ △〝t∫-1 ∫-1
が成立している｡すなわち,次の関係式が成立している(13)｡
総営業キャッシュ･フロー (具体)-全体インカム･フロー (抽象)
･-(7)
-(a)
(a)式は期間損益が左辺の総営業キャッシュ･フローの期間配分にはかならないことを示すの
で,総営業キャッシュ･フローの ｢配分等式｣ということができる｡さらに,全期間をとおし
た全体ないし全期間キャッシュ･フローで示せば,(7)式左辺第2項を右辺に移項した∑△Ct-
△C｡(…K｡) +∑△H t,すなわち次の関係式が成立する (あとの図6参照)0
全体キャッシュ･フロー-資本金+全体インカム･フロー - (b )
(b)式は左辺が全体キャッシュ･フローであるので,｢全体等式｣ということができる｡(a),
(b)式をそれぞれ数値例で示せば,次のとおりである｡
(85-100)+29--15+29-8+6 ･･･(a)
85+29-100+(8+6) -(b)
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(2)C/FとP/Lの連続多期間展開表モデル
′､/
以上の議論を連続する全期間の展開表で示したのが図6である.そこでのB/S.は,B/
StからC(と17tを除いた未確定残高項目を示し,特にt-0(設立),t-e(解散)のとき
′-I.′ ′~ヽ･-/ ′~ー/ ′~ー/
B/So≡°,B/Se…0であり,それ以外のtについてB/St-B/S卜.+AB/Stである｡
図6 全期間展開表モデル
(i)キャッシュ (ii)未確定残高項l (ii)インカム｡フロー ｡フロー
△Cl △〃】-△Co △B/S.
△C2 △B/S2 △〃2
Ace AB/SL. AITc
本稿での会計構造,すなわち(i)-(ii)-(i)の見方からすると,費用 ･収益動態論 (インカ
ム動態論)の見方は,図6で示せば(i)+(ii)-(ii)となる｡インカム動態論にあっては,周知
のとおり,図6の網掛けに示されているように ｢全体収支計算-全体損益計算｣(一致の原則)
をみながらも,インカム･フロー中心の会計構造になっているといえる｡繰り返しになるが,
インカム･フローといっても左辺のキャッシュ･フローを離れてそれとは別個独立に存在する
ものではない,というのが実相ではないかと思われる｡
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(3) 損益キャッシュ･フローと財務キャッシュ･フロー
本文の表 3で示 した(イ)損益キャッシュ･フローと(ロ)財務キャッシュ･フローの区別から
すれば,(ロ)は期間配分としての損益に直接かかわらない｡ したがって,(5)式において資本金
だけでなく,社債,借入金,あるいは貸付金などの財務元本に関するキャッシュ･フローをす
べて左辺第 1項から差 し引くと,
総損益キャッシュ･フロー-総インカム ･フロー -(a)'
となる｡この(a)'式は,先の(a)式と同じ結果となることに注意 されたい(14)｡ また,資本金
に加えて控除されたキャッシュ･フローはすべて財務キャッシュ ･フローであるので,先の
(b)式と同様にそれを右辺に移項すると次の関係式が示される｡
全体キャッシュ･フロー
- (総財務キャッシュ･フロー)+ (総損益キャッシュ･フロー)
- (総財務キャッシュ･フロー)+ (総インカム ･フロー) -(b)'
補遺Ⅱ P/LとC/Fの結合と取引の4分類
(1)取引の4分類
P/Lに関する損益 ･交換取引とC/Fに関するキャッシュフロー ･非キャッシュフロー取
引の組合せから,すべての取引は表 5に示すように4つのタイプに分類される｡
表 5 4つの取引タイプ
C/FP/L キャッシュフロー取引 非キャッシュフロ-取引
損益取引 A B
交換取引 C D
表6は本文の表 1を表 5の取引タイプに基づいて,Excel5.0により自動 4区分 したもので
ある.但 し,A-損益 ･キャッシュフロー取引,B-損益 ･非キャッシュフロー取引,C-交
換 ･キャッシュフロー取引,D-交換 ･非キャッシュフロー取引である｡
損益計算とキャッシュ･フロー計算の動的統合モデル(石川)
表 6 取引の自動 4区分 (数値例)
15
取引 現金預金 売掛金 繰越商品 建物.備品減価償却累計 買掛金 未払給与 引当金 社債 資本金 累積利益
A #34 -150 -150
B #29井lo#11 125 -60 -10 5 5 65-10-
C #56 90-5 -90 125 一50 078 10- 25 100
D #1 70 70 0
増減符号 ㌍窯捧 35 10 125 -10 20 5 5 100 0
構造符号 -10 35 10 125 -10 -20 -5 -5 -lo 0
(2) 取引の4分類と取引原因別ギャップ分析
表6での自動4区分は,一般に図7のように示される (△Fについては後述)｡表 5より明
らかなように,△〝と△Cとのギャップは取引タイプB (損益 ･非キャッシュフロー取引)
と取引タイプC (交換 ･キャッシュフロー取引)から生じる｡数値例で示せば,△〃(取引タ
イプB)-△C(取引タイプC)-45-15-30である｡このギャップ分析は,個別取引に基づ く
ものであり,取引原因別あるいは直接法的なギャップ分析ということができる(15)0
図7 取引の自動4区分とギャップ分析
△C AF ス トック勘定 △〝
A A
-.ー:●■-.
.l-.l 律 l,■4.一●･●小■ヽ I●一●fl.I-+.* I
: DI
ここで,一方の被説明勘定をキャッシュCから (キャッシュにいくつかのス トック勘定を
加えたものから構成される)資金Fに変換すると,図7において△Fの欄は△Cの欄を右に拡
大したものとして示される｡それにともない,ギャップ取引である取引タイプBとCがより限
定される (なお,取引タイプDの一部がタイプCとなることも注意)｡これが,取引原因別ギャッ
プ分析からみた,キャッシュCから資金Fへの変換による ｢ギャップ分析の限定｣にはかな
らない(16)0
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補遺Ⅲ 複式簿記の適用自由性
(1) 被説明勘定項目の選択と複式簿記
複式簿記それ自体は,P/Lにだけ固有のものではなく,C/Fにもまた資金フロ 一ー計算,
あるいはその他のフロー計算にも適用可能な計算構造をもっている｡これを披説明勘定項目の
選択という観点から説明すれば,P/L,C/Fおよび資金フロー計算は,それぞれ累積利益
勘定,キャッシュ勘定,および資金勘定の選択とみることができる｡一般にフロー記録計算の
会計方法にあっては,被説明勘定項目として任意のB/S残高項目 (およびそのグループ)の
選択が可能である(17)0
本文の表1でより具体的に説明すれば,簿記原理的には披説明勘定項目として現預金 (キャッ
シュ)や累積利益 (インカム)が選択される必然性はない｡必要とあらば,そこで適用されて
いる間接法と直接法の2つの計算方式は売掛金にも,商品その他にもあるいは勘定グループに
も適用可能である(18)｡例えば売掛金のネットフロー35の説明を間接法でおこなえば,△B/
S等式 (△C-△L+△K+△H)より
△売掛金- (20+5+5+100)(以上は△エ)+20(△〝)- (-10+10
十125-10)(以上は売掛金以外の△A)-35
となる｡また,直接法はといえば売掛金のフローに関する増減原因別勘定 (フロー勘定)を設
定し,それらを集計することによってなされうる｡そのことは簿記原理的にはP/LやC/F
でのフロー勘定,すなわち損益勘定やキャッシュ･フロー勘定の設定となんら変わるものでは
ない(19)｡その他の残高勘定項目が選択されてもまったく同様である｡
(2)簿記と会計
では,何故に既存のB/Sから見てキャッシュとインカムが被説明勘定項目として "選択"
されるのか｡その説明にはまた別の理論が必要になる｡つまり,上記の理解からすれば,被説
明勘定項目として何が選択されるかそれ自体は簿記そのものからはでてこない｡ここに簿記と
会計とのひとっの関係をみることができる｡すなわち,会計の構造は簿記機構として表現され
うるが,逆に簿記機構はかならずLも会計構造でなければならない必然性はないという理解で
ある｡そのことは,本文でキャッシュ･フローの期間配分の決め方こそ決算会計の要であると
述べたが,この期間配分ひとっとっても,それが簿記そのものの論理からでてくるものではな
いことからも理解されるだろう｡
1時点でのB/Sの残高項目において,(i)キャッシュと(i)インカムは同じ残高項目であっ
ても企業にとっていわば "特別"のものと存在し,ゆえに両者は企業会計にとって最初から最
後まで (具体 ･抽象の) 一`対"の動的関係として,またすべての基礎にあってそれ以外の残
高項目を規定し律するものとして存在する｡そうであるがゆえに,(ii)未確定残高項目がキャッ
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シュ･フローとインカム･フローの2つの観点から捉えられるのである｡
しかし,簿記にとっては,むろんそうした会計構造を映し出すけれども,それだけに固有の
ものとしてそれに規定されて存在するものではない｡上記の筆者の観点からすれば,それだけ
のフレキシビリティをもっているのが複式簿記なのである｡
(3)科学技術とその適用自由性
複式簿記のもっそうしたフレキシビリティは,科学技術とその応用という観点から理解され
るかもしれない｡すなわち,一般にある分野で発見 ･開発された科学技術がやがて別の分野に
応用されていく例は数多くある(20)｡本来,科学技術とはそういう性格をもっている｡
一例をあげれば,今日,異なる企業間の情報共有 ･情報交換をペーパーレス化するCALS
(生産 ･調達 ･運用支援統合情報システム)が注目されているが,これはもともとアメリカ国
防総省が兵器の開発 ･調達 ･メンテナンスのすべてを電子化するプロジェクトとして開発され
たものである｡それが90年代に入って商用化されたインターネット (インターネットそのもの
も,もともと商用化とは無関連なものとして開発された)と結びっいて,インターネット･ビ
ジネスとしてのCALSに発展 ･応用されたものである｡ちなみに,こうしたインターネット
とCALSによって今日新たな企業関係が形成されようとしているが,そのことは複式簿記と
資本主義との関係を述べたゾンバルト(Sombart)の言葉を想起させて,きわめて興味深いもの
がある(21)｡
確かに複式簿記は商人の日記帳として始まり,今日においては企業のきわめて重要な情報処
理システムとして発展を遂げるにいたったが,複式簿記の基礎にあるモデルは単に一企業だけ
に固有のものでないことは経済学への応用のなかにもみられる｡例えば,キャニング(J.Cann
ing)の師匠であるフィッシャー(Ⅰ.Fisher)の経済理論やレオンチェフ(Leontief)の ｢投入 ･産
出分析｣への応用などがそれである(㌶)0
複式簿記が特定の人たちだけの "クローズ'なものとしてではなく,簿記 ･会計プロパーで
ない人たちにもより開かれたものとして,より魅力あるものとして発展していくには,こうし
た複式簿記のもっフレキシビリティがもっと注目されていいように思われる｡ポスト･スンマ
出版500年を展望するとき,複式簿記の基礎研究の重要性とその "復活"をあらためて強調 し
たい｡
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注
(1)例えば,井尻雄士 『｢利速会計｣入門』(日本経済社,1990年)第2章および第3章での議論は,複
式簿記の利速 (モメンタム)会計への適用とみることができる｡そして,そこでのストック勘定はもは
やB/Sの残高勘定ではない｡
(2)ここで元入れの資金調達分100を除くということは,別の説明の仕方をすれば,それは (名目)資本
を維持するということにはかならない｡そして,同時にそのことはその資金が投下された資産をその投
下資金額で評価 (原価評価)することでもある｡
(3)それらは株主にとっての請求権という法的権利ではあるが,しかしそれはここでの文脈でいえば,
企業が所有する債権も含めた (借方側の)具体物である資産に対する請求権にすぎない｡このことは物
量ベースで捉えるとより明らかになる｡拙著 『経営情報と簿記システム』(森山書店,1994年)117頁注
(10),(ll)を参照｡
なお,そうした株主の抽象的権利も,それが少なくとも具体物たる資産と同レベルではないことは確
かであるが,勘定組織としてはそれと "同等"に残高を有する貸借対照表 (貸方側の)｢残高勘定｣ と
して扱われる｡
(4)貸方の累積利益がマイナスのとき,借方の現物たる (元本返済分の)現金がそれだけマイナスとな
り,その 正`体"はより明らかとなる｡補遺 Ⅰも参照｡
(5)極端のなかに (極端であるがゆえに)本質がみえたり,発見の糸口があったりする｡教育的見地か
らも,この ｢極端を見る｣ということの重要性を強調したい｡
(6)この期間配分そのものは,評価原則のいかん (原価主義をとろうが,時価主義をとろうが)にかか
わらないことに注意されたい｡また,簿記から会計への展開をこうした (現金主義から発生主義による)
キャッシュ･フローの期間配分に求めるとすれば,逆にみてもともと簿記に現金主義という ｢評価｣が
含まれているという解釈ができるかもしれない｡
(7)資本金はその他の残高項目とは同レベルで未確定項目とはいえないが,広い意味での未確定項目で
はある｡また,解散時に必ずしも元本分がそのまま返済されるとは限らない (補遺 Ⅰ参照)｡
(8)これらがP/LとC/Fとのギャップを構成する｡とりわけ,後者の経営者の裁量可能な発生主義
取引によるギャップ (裁量的ギャップ)がギャップ分析にとって重要となる｡補遺Ⅱおよび詳 しくは拙
稿 ｢キャッシュ･フロー計算の展開表とギャップ分析｣(『JICPAジャーナル』Vol.8,No.3,1996
年2月)参照｡
(9)(ロ)を破線枠にしているのは,それが財務収支で損益に直接的に関連しないからである (むろん,
資本金以外の財務は (反対財務の)貸付金も含めて利子および利子相当分が損益に入ってくるが)｡ し
たがって,期間損益がキャッシュ･フローの期間配分というときの第一義的なキャッシュ･フローは,
(イ)の損益収支だけということになる｡補遺 Ⅰ(3)を参照｡
(10)繰延経理は,繰延資産に代表されるように,本来的に費用や収益の性質をもつものに対する用語の
ようであるが (経過的資産 ･負債),商品や建物などの費用性資産も同じく将来費用としての広い意味
での "繰延べ"であり,その意味で同じく経過的資産であるということができよう｡引当金に代表され
る見越経理についても同様である｡
(ll) ｢資産 ･負債アプローチ｣には典型的にはいわゆる資本等式に基づく会計構造が､また ｢費用 ･収
益アプローチ｣には動態論の会計構造が一応想定されるが,両アプローチの対立の背後にいかなる会計
構造の対立があるか必ずしも明確な議論がなされているわけでない｡これに対しドイツではシュマーレ
ンバッ-からワルプ,コジオール,レ-マン,ルフチに至る動態論の系譜があり,さらに簿記機構論的
基礎づけの研究 (レ-マン,トムス,カリンスキー,ケーファー)もなされている｡ 簿記機構論的基礎づ
けの研究については,安平昭二 ｢資金計算書と複式簿記(4)｣(『会計システムと簿記機構 ･簿記形態に関
する研究』日本会計研究学会特別委員会,1992年)参照｡したがって,こうしたドイツ簿記会計論の系
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譜から,今日のキャッシュ･フロー計算の簿記会計を論じる,あるいは逆に今日のキャッシュ ･フロー
簿記会計からドイツ簿記会計論の系譜を再吟味する,といった視点が重要になるように思える｡
(12)この期間配分ということを別の観点からみれば,それは(2)式の左辺第 2項で示 される△Cと△〝
のギャップが最終的に解消されるということにはかならない｡なお,このP/LとC/Fのギャップ分
析については注8の拙稿を参照｡
(13)全体インカムがマイナスのときも,この等式そのものは (マイナスの値として)成立する｡なお,
次の (b)式を参照｡
(14)なぜなら,(a)'式左辺の総損益キャッシュ･フローは全体キャッシュ･フローから総財務キャッシュ･
フローを除いたものであるが,資本金に加えて控除 した社債,借入金,あるいは貸付金などの財務元本
に関するキャッシュ･フローは全期間をとおしてすべて決済されゼロとなるから,それは(a)式左辺の
総営業キャッシュ･フローと結果的に同じになるからである｡
(15)間接法でのギャップ分析については注8の拙稿を参照｡なお,間接法では,間接法であるがゆえに,
△〝 (当期利益)-△C(当期ネット･キャッシュフロー)-20-(-10)-30となる｡
(16)資金Fへの変換によるギャップ分析の限定については,注8の拙稿参照｡
(17)その一般的な説明は注8の拙稿の補遺を参照｡
(18)注8の拙稿においては,現預金,売掛金,商品,買掛金から構成される資金 (正味当座資産) に関
する資金フロー計算について説明 している｡
(19)フロー勘定の独立設定は,その意味で ｢補助簿の主要簿化｣であり,｢明細表の基本財務表化｣であ
るといえる｡
(20)例えば,情報処理や通信に革命を起こした半導体技術は,物理学での量子力学がその土台になって
いる｡
(21)ゾンバル トは ｢資本主義がそれをもっと効果的にする道具を複式簿記のなかに作 り出 したのか,逆
に複式簿記の精神から資本主義が生まれてきたのかを決めるのがむずかしいくらいである｣と述べてい
る｡井尻前掲書 『｢利速会計｣入門』41頁｡革新的な ｢道具｣が社会システムの (外圧ではなく) 自生
的な変革につながりうる,というのが重要な点である｡
(22)その他の応用例も含めて,R.マテシッチ/越村信三郎監訳 『会計と分析的方法』第4章参照｡
(1996年2月29日脱稿)
